
 

- 1 - 

 

Ⅰ  こ の 小 売 約 款 の 適 用 
 

1．実施及び適用 

(1)  当社が一般の需要に応じ導管によりガスを供給する場合（特定ガス発生設備におい

てガスを発生させ、導管によりこれを供給する場合を除きます。）のガスの料金（以下「料

金」といいます。）その他の供給条件は、このガス小売供給約款（以下「この小売約款」

といいます。）によります。 

(2)  この小売約款は、別表第１の地域に適用いたします。 

(3)  この小売約款に定めのない細目的事項は、必要に応じてこの小売約款の趣旨に則り、

その都度お客さまと当社との協議によって定めます。また、必要に応じて、当社（導管

部門）からお客さまに別途協議の申し入れがある場合があります。 

 

2．この小売約款の変更 

(1)  当社は、この小売約款を変更することがあります。この場合には、お客さまとのガス

料金その他の供給条件は、変更後のガス小売供給約款によるものとし、(3)及び(4)のと

おり、変更された契約条件の説明、書面交付等を行います。 

(2)  お客さまは、(1)に定めるこの小売約款の変更に異議がある場合は、この小売約款に

よる契約を解約することができます。 

(3) この小売約款の変更に伴い、供給条件の説明、契約締結前の書面交付及び契約締結後

の書面交付を、以下のとおり行うことについてあらかじめ承諾していただきます。ただ

し、(4)に定める場合を除きます。 

① 供給条件の説明及び契約変更前の書面交付を行う場合は、書面の交付、インターネ

ット上での開示又は電子メールの送信その他当社が適当と判断した方法（以下「当社

が適当と判断した方法」といいます。）により行い、説明及び記載を要する事項のうち

当該変更をしようとする事項のみを説明し、記載します。 

② 契約変更後の書面交付を行う場合は、当社が適当と判断した方法により行い、当社

の名称及び住所、契約年月日、当該変更をした事項ならびに供給地点特定番号を記載

します。 

(4) この小売約款の変更が、法令の制定又は改廃に伴い当然必要とされる形式的な変更、

ガス工事に関する費用負担以外の条件の変更等、その他のガス小売供給に係る条件の実

質的な変更を伴わない場合には、供給条件の説明及び契約変更前の書面交付については、

説明を要する事項のうち当該変更をしようとする事項の概要のみを書面を交付すること

なく説明すること及び契約変更後の書面交付をしないことについて、あらかじめ承諾し

ていただきます。 
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3．用語の定義 

   この小売約款において使用する用語の定義は、次のとおりです。 

 

－熱    量－ 

(1)  「熱量｣ … 摂氏 0度及び圧力 101.325 キロパスカルの状態のもとにおける乾燥し

たガス１立方メートルの総熱量をいいます。 

お客さまに供給するガスは、ガス事業法及びこれに基づく命令（以下｢ガス事業法令｣

といいます。）で定められた方法によってその熱量を測定します。 

(2)  ｢標準熱量｣ … (1)の方法により測定する熱量の毎月の算術平均値の最低値をいいま

す。 

(3)  ｢最低熱量｣ … お客さまに供給するガスの熱量の最低値をいいます。 

 

  －圧    力－ 

(4)  ｢圧力｣ … ガス栓の出口におけるガスの静圧力（全てのガス栓を閉止した状態での

圧力をいいます。消費機器使用中はこれより圧力は下がります。）をゲージ圧力（大気圧

との差をいいます。）で表示したものをいいます。 

(5)  ｢最高圧力｣ … お客さまに供給するガスの圧力の最高値をいいます。 

(6)  ｢最低圧力｣ … お客さまに供給するガスの圧力の最低値をいいます。 

  －ガス工作物－  

(7)  ｢ガス工作物｣ … ガスの製造及び供給のための施設であって、ガス事業のために用

いるものをいいます（(9)から(18)までの設備は全て｢ガス工作物｣にあたります。）。 

 

  －供給施設－    

(8)  ｢供給施設｣ … ガス工作物のうち、導管、整圧器、昇圧供給装置、ガスメーター及び

ガス栓並びにそれらの付属施設をいいます。 

 

  －導    管－ 

(9)  ｢本支管｣ … 原則として公道（道路法その他の法令に定めのある国又は地方公共団

体の管理する道路をいいます。）に並行して公道に埋設する導管をいい、付属するバルブ

及び水取り器（導管内にたまった水を除去する装置をいいます。）等を含みます。 

なお、次の各号の全てを満たす私道に埋設する導管については、将来、当該設備の変

更や修繕を行うことに関して承諾する権限を有するその私道の所有者等の承諾をあらか

じめ得られない場合を除き本支管として取り扱います。 

  ①  不特定多数の人及び原則として道路構造令第 4条第 2項に定める普通自動車の通

行が可能であること 



 

- 3 - 

 

    ②  建築基準法第 42条に定める基準相当を満たすものであること 

    ③  工事によって地盤沈下等が発生するおそれや第三者の所有地に影響を及ぼすおそれ

がないこと 

    ④  本支管新設時の道路形態が長期にわたり確保されるものであること 

    ⑤  その他、当社（導管部門）が本支管、供給管を管理するうえで著しい障害がないと

判断できること 

(10)  ｢供給管｣ … 本支管から分岐して、お客さまが所有又は占有する土地と道路との境

界線に至るまでの導管をいいます。 

(11)  ｢内管｣ … (10)の境界線からガス栓までの導管及びその付属施設をいいます。 

(12)  ｢ガス遮断装置｣ … 危急の場合にガスを速やかに遮断することができる装置をいい

ます。 

 

  －導管以外の供給施設－ 

(13)  ｢整圧器｣ … ガスの圧力を一定の圧力範囲に調整する装置をいいます。 

(14)  ｢昇圧供給装置｣ … ガスを昇圧して供給する装置で、蓄ガス器（ガスを高圧で蓄え

る容器をいいます。）を備えないものをいいます。 

(15)  ｢ガスメーター｣ … 料金算定の基礎となるガス使用量を計量するために用いられる

計量器をいいます。 

(16)  ｢マイコンメーター｣ … マイクロコンピューターを内蔵したガスメーターで、ガス

の使用状態を常時監視し、漏えい、使用量の急増や長時間使用時など、あらかじめ当社

（導管部門）が設定した条件に一致したときは、ガスを遮断するなどの保安機能を有す

るものをいいます。 

(17) 「ガス栓」… ガス工作物の末端に設置され、消費機器への供給の開始又は停止に用

いる栓をいいます。 

(18)  ｢メーターガス栓｣ … ガスメーター入口に設置され、ガスの供給開始、供給停止時

等に操作するガス栓をいいます。 

 

－消費機器－ 

(19)  ｢消費機器｣ … ガスを消費する場合に用いられる機械又は器具をいい、消費機器本

体のほか給排気設備などの付属装置を含みます。 

 

－その他の定義－ 

(20) 「ガスメーターの能力」… 当該ガスメーターが適正に計量できる範囲内の使用可能

な最大流量のことであり、立方メートル毎時の数値で表わしたものをいいます。 

(21)  ｢ガス工事｣ … 供給施設の設置又は変更の工事をいいます。 
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(22)  ｢検針｣ … ガスの使用量（以下｢使用量｣といいます。）を算定するために、ガスメー

ターの指示値を目視又は通信設備等により読み取ることをいいます。 

(23)  ｢消費税等相当額｣ … 消費税法の規定により課される消費税及び地方税法の規定に

より課される地方消費税に相当する金額をいいます。この場合、その計算の結果、１円

未満の端数が生じた場合には、その端数の金額を切り捨てます。 

(24)  ｢消費税率｣ … 消費税法の規定に基づく税率に地方税法の規定に基づく税率を加え

た値をいいます。 

(25) 「需要場所」… ガスの供給を必要とする場所のうち、ガスの使用実態からみて一体

として区分・把握し得る範囲をいいます。具体的には、１構内をなすものは１構内を、

また、１建物をなすものは１建物を１需要場所といたしますが、以下の場合には、原則

として次によって取り扱います。 

    ①  マンション等１建物内に２以上の住戸がある住宅 

各１戸が独立した住居と認められる場合には、各１戸を１需要場所といたします。 

なお、｢独立した住居と認められる場合｣とは、次の全ての条件に該当する場合をい

います。 

イ  各戸が独立的に区画されていること 

      ロ  各戸の配管設備が相互に分離して設置されていること 

      ハ  各戸が世帯単位の居住に必要な機能（炊事のための設備等）を有すること 

    ②  店舗、官公庁、工場その他 

１構内又は１建物に２以上の会計主体の異なる部分がある場合には、各部分を１需

要場所といたします。 

    ③  施設付住宅 

１建物にマンション等の住宅部分と店舗等の非住宅部分がある場合 (施設付住宅と

いいます。）には、住宅部分については①により、非住宅部分については②により取り

扱います。 

(26) 「ガス小売供給に係る無契約状態」… お客さまが５(1)のガス使用の申し込みを当

社に行う直前にガス小売供給を受けていた契約がクーリング・オフや、ガス小売事業者

の事業継続が事実上困難になった場合等の事由により解約されているにもかかわらず、

お客さまが引き続きガスの供給を受けている状態をいいます。 

なお、当社（導管部門）がいずれのガス小売事業者とも託送供給契約を締結していな

いにもかかわらず、お客さまが引き続きガスの供給を受けている状態である場合（当社

がお客さまとガス小売供給に係る契約を締結している場合を除く。）には、当社は、ガス

小売供給に係る無契約状態と判断いたします。 

(27) 「当社（導管部門）」… ガス事業法第２条第５項に規定される事業を営む当社の部

門を指します。 
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4．日数の取り扱い 

   この小売約款において、料金算定期間等の期間の日数は、初日を含めて算定いたします。 




